
NO サービス種別 内容 質問 回答 参考

1 訪問（国基準）
サービス提供回数の

考え方
サービスの提供回数について、ケアプランに基づく形になるのか、実績に基づく形になるのか。 従来どおり、実績に基づく形になる。

2 訪問（国基準）
サービス提供回数の

考え方

訪問（国基準）の短時間サービスについて、今回の算定項目では回数の制限について明示されてい

ないが、回数の制限はないのか。
具体的な回数は明示されていないが、月額3,727単位（１週に２回を超える程度の場合）が上限額となる。 告示第86号　859ページ

3 訪問（国基準）
月額制と回数制の

使い分け
訪問（国基準）について、月額制と回数制はどのように使い分けるのか。

１週に１回程度の場合（月額1,176単位）、１週に２回程度の場合（月額2,349単位）、１週に２回を超える程度の場合（月額

3,727単位）を上限として、月額の単位数を超えるまでは回数制による単位数で算定し、回数制による単位数が月額の単位数を

超える場合は月額の単位数で算定する。

（例）標準的な内容の訪問型サービスである場合

１月に４回（１週に１回程度）→287単位×４=1,148単位→月額1,176単位を下回るため回数制1,148単位を採用

１月に５回（１週に１回程度）→287単位×５=1,435単位→月額1,176単位を上回るため月額制1,176単位を採用

１月に８回（１週に２回程度）→287単位×８=2,296単位→月額2,349単位を下回るため回数制2,296単位を採用

１月に９回（１週に２回程度）→287単位×９=2,583単位→月額2,349単位を上回るため月額制2,583単位を採用

１月に12回（１週に２回を超える程度）→287単位×12=3,444単位→月額3,727単位を下回るため回数制3,444単位を採用

１月に13回（１週に２回を超える程度）→287単位×13=3,731単位→月額3,727単位を上回るため月額制3,727単位を採用

5 訪問（国基準） サービス内容
訪問国基準の回数制について、標準的な内容の訪問型サービスである場合と生活援助が中心である

場合の違いはなにか。

訪問（国基準）の標準的な内容の訪問型サービスは、従来の訪問（国基準）で行っていた身体介護と生活援助を含む。

また、生活援助が中心である場合については、生活援助が中心となりますが、利用者の状況に応じて身体介護を加えることがで

きる。

6 訪問（国基準） 担当者会議 「生活援助が中心型である場合」を併用する場合、担当者会議は必要か。 利用者の状態や目標が大きく変わる場合は、すみやかに担当者会議を行っていただきたい。

7 訪問A
サービス提供回数の

考え方

訪問型サービスAの基本報酬の算定項目について、１月の回数の制限が回数が変わっているのはな

ぜか。

具体的には週１回程度であれば、従来は１月の回数が５回以上だったものが今回は１月の回数が６

回以上と、数字が変わっているのはなぜか。

国から示されている訪問国基準の回数制の生活援助が中心である場合の220単位を基準に、訪問Aの回数制の単位数を設定して

いる。

回数制の上限額＝月額となることを踏まえ、回数を再設定している。

8 通所（国基準） 一体的サービス提供加算

従来選択的サービス複数実施加算について、運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又は口腔

機能向上サービスのうち複数のサービスを実施した場合に算定可能であった。一体的サービス提供

加算については、栄養改善サービスと口腔機能向上サービスの両方を行っている場合に算定できる

ものという認識で間違いないか。

その通りである。

今回の介護報酬改定において、運動器機能向上サービスについては基本報酬に組み込まれる形となったため、一体的サービス提

供加算の算定要件の対象外となっている。

※栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定している場合は算定できない。

告示第86号　867ページ

9 通所（国基準） 運動機能向上計画書 通所（国基準）について、運動機能向上加算廃止に伴い、運動器機能向上計画書は必要か。
当該加算が廃止されたことにより、運動器機能向上計画書の作成について指摘することは想定していない。当該計画書内の必要

と判断される項目がある場合は、サービス計画書、通所介護計画書等に含めていただけると良い。


